
総務文教常任委員会審査日程 
 

日 時  平成２８年１１月９日(水) 

一般会計予算決算常任委員会 

終了後 

場 所  第２委員会室                

～審査内容～ 

１ 議案第９１号 学校給食センター整備事業（建築主体・付帯工事）請負

契約の締結について（学教） 

 

２ 議案第９２号 学校給食センター整備事業（電気設備工事）請負契約の

締結について（学教） 

 

３ 議案第９３号 学校給食センター整備事業（給排水衛生ガス設備工事）

請負契約の締結について（学教） 

 

４ 議案第９４号 学校給食センター整備事業（空気調和設備工事）請負契

約の締結について（学教） 

 

５ 議案第９５号 物品（山陽小野田市学校給食センター厨房機器（Ａ工

区））の購入について（学教） 

 

６ 議案第９６号 物品（山陽小野田市学校給食センター厨房機器（Ｂ工

区））の購入について（学教） 

 

７ 議案第９７号 物品（山陽小野田市学校給食センター厨房機器（Ｃ工

区））の購入について（学教） 

 

８ 議案第９８号 物品（山陽小野田市学校給食センター厨房機器（Ｄ工

区））の購入について（学教） 

 

 



９ 議案第９９号 平成２８年度山陽小野田市小型自動車競走事業特別会

計補正予算（第２回）について（公営） 

 

１０ 議案第１００号 山陽小野田市小型自動車競走実施条例の一部を改

正する条例の制定について（公営） 

 

１１ 所管事務調査  

 （１）埴生地区公共施設建設委員会の報告事項について 

 （２）学校給食センター整備事業に係る議会から指摘された八つの項目の

取組状況について 





■　立面 ・断面図

山陽小野田市学校給食センター

（平成 30年 9月　供用開始予定）

完成予想パース （外観イメージのため、 実際とは異なる場合があります）

立面図

断面図

東西断面図

南北断面図

北側立面図

東側立面図

山陽小野田市教育委員会事務局学校教育課
株式会社　日立建設設計

平成 28年 3月

給食エリアは清潔感の

ある白系を基本とする

プラットフォームは水害対策として

地盤面より１ｍ高くする

煙突

各食材搬入口は、 異なるカラーリングと

イラストにより、 見学者にもわかりやすく

区別できるようなデザインとする

事務エリアは給食エリアと異なり、 金属系の

外壁とし、 シンプルで機能的なデザインとする

市のシンボルカラーである

グリーンを採用する

部分的にカラーリングすることで、

象徴的かつ印象的なデザインとする

外壁は高耐食性厚膜塗装を採用し、

高い耐候性を確保する
耐久性に優れた ALC パネルを採用する

ドックシェルターを採用し、 気密性を確保する開放性の高いカーテンウォールを採用する

設備機器置場はメンテナンス性 ・長寿命化を考慮し、

防水層の上をコンクリートで押え、 かつ水たまり防止

として勾配１／５０以上を確保する

調理室を上部から見る見学窓

給食エリアには地下ピットを設け、 設備配管の点検や

更新が容易に行える構造とする

天井高が必要な室は、

階高全体を上げず高さを抑える

杭は先端支持杭とし、 地質調査結果に基づき

支持地盤に合った杭長とする

洗浄室

配管ピット

洗浄後室 煮炊き調理室

研修室

検収 ・下処理室

炊飯室
下処理室 （肉 ・魚） 下処理室 （野菜類） ホール

研修室 休憩室廊下倉庫

廊下準備室

吹抜

計量室
下処理室

（卵）



調理等リハーサル

平成28年度 平成29年度 平成30年度

建築工事

外構工事

厨房機器設置

１階平面図

２階平面図
プラットフォームには庇を設置

N

■　設計方針

■　配置図

■　平面図

基本方針の 「安全 ・安心な学校給食の提供」 「食文化の理解」 「食に関する指導内容の充実」 「地産地消の推進」 を理解し、

次の３つを施設計画のコンセプトとします。

『　安全 ・安心で美味しい給食を提供できる施設　』

『　食育の情報発信ができる施設　』

『　多様な献立を円滑に調理できる施設　』

“　世代を担う子ども達の 「心」 と 「体」 の成長を支える施設づくりを実現します　”

■　建物概要
地名地番　：　山陽小野田市大字西高泊字二西大塚地内

敷地面積　：　5,378.82 ㎡

建築面積　：　2,445.36 ㎡

延床面積　：　2,955.82 ㎡

階　　　数　：　地上２階建て

建物高さ　：　10.00ｍ

構　　　造　：　鉄骨造

食　　　数　：　5,500 食

工　　　期　：　平成 28 年 10 月　～　平成 30年 1月

■　整備工程

至国道190 号

354 号線

受水槽

駐車場

駐輪場

回収

駐車場

給食センター

配送

荷受

敷地面積の 3％以上の

緑地 （芝張り） を確保

予備配送車の待機

スペースを確保

計 34台の駐車場を整備

非常用通用口を整備

構内は歩車分離とし、 歩道を整備

敷地出入口は、 一部塀を隅切とする

ことで、 視認性 （安全） を確保

構内は時計廻りの一方通行とし、

車輌の混雑を回避

メンテナンス性を考慮し、 建物周囲に

3ｍ以上の車道を確保

至有帆川

最大 5,500 食が調理可能な

給食エリアを整備

出入口は見学者と職員で分離

駐車場

職員

ボイラー室

事務所

見学者

おもいやり

ホール

汚染区域と非汚染区域を明確に分離し、

隔壁部は食材や物のみが通過できる

パススルー方式を採用

食材搬入から調理 ・配送、 回収から洗浄 ・消毒が

直線的なわかりやすいワンウェイ動線

アレルギー食専用調理室

回収

洗浄

上処理・調理

検収・下処理

荷受

配缶

配送

消毒

炊飯

屋外設備スペース

研修

ホール

吹抜

吹抜

車椅子利用者用の多機能便所を整備

1階の調理エリアを見学できる窓を

研修室に設置

職員の更衣 ・休憩及びミーティング

スペースはまとめて配置

研修室は南側に配置し、

見学者動線を集約





























平成２６年度の状況・説明 平成２８年度（現在）の状況・説明

米飯及びパンの
製造業者

　今年度も1社からパンの製造と炊飯の継続要望
書が提出された。2月に教育長と職員3人でパン業
者2社の社長に個別に会い、委託炊飯を止めてセ
ンター炊飯にすることを了解していただいた。
　当面、現行どおりパン給食を週2回実施する。

　平成28年3月に県学校給食会から、市内のパン・
米飯製造業者Ａ社が廃業し、市内の米飯製造業者
Ｂ社が製造を受け継いだ旨の連絡を受けた。後
日、県学校給食会、Ｂ社の社長と会い、委託炊飯
を止めてセンター炊飯にすることと、当面、現行ど
おりパン給食を週２回実施することを確認し合っ
た。

青果物を扱う小
売店

　10業者のうち9業者から「給食センターになった場
合、配送に関わりたい」との返事をいただいた。今
後、小野田中央青果と今の業者とで、ともに納入
できる体制を作っていただくことで了解いただい
た。

　現在、配達業者数は1業者が廃業し、9業者。給
食センターへの納入体制について、平成29年1月
に小野田中央青果と配送業者が協議を始める予
定。教育委員会も出席する。

青果物以外を扱
う小売店

　全30業者のうち、市内業者は20業者。その8割に
当たる16業者から、引き続き販売、配達したいと返
事をいただいた。給食センターで、各店のこれまで
の購入実績をベースに発注するとともに、市外発
注を減らし、市内発注を増やす。

　平成27年度に取引した業者数は、市内1増1減の
20業者、市外2増（一時的なもの）の12業者で、計
32業者。市外発注を減らし、市内発注を増やすとと
もに、発注方法については学校給食費会計のあり
方と併せて検討する。

2 　県内他市の給食センターを見て、本市の給食セ
ンターは県の栄養教諭は3人となる可能性が非常
に高い。これに市の栄養士1人を増員し、4人体制
とする。
　食育推進員には、栄養士、調理師、寝たろう食育
博士などの有識者を充てる。
　実地の事前事後、栄養教諭と市の管理栄養士が
育成する。給食センターに見学スペース、食育展
示スペース、研修室を設ける。

　平成28年4月に市費の管理栄養士（栄養教諭免
許保有）1名を先行採用。残る県費の栄養教諭3名
の配置は可能性が非常に高く、実現のため県教委
に強く要請する。
　食育推進員については、平成26年度の説明から
変更ありません。
　給食センタ－2階に見学スペース、食育展示ス
ペース、研修室、調理実習室を設ける設計で工事
の入札を行い、施工予定業者と仮契約を締結し
た。

3 　①建築基準法上、工場であり工業系の用途地域
であること。②まとまった広さの土地を確実に取得
できること。③上・下水道に容易に接続できること。
④配送を確実に行えること。この4つの条件を満た
す場所は、他に見当たらない。食料に関する望ま
しい災害対策は、備蓄と被災状況に応じ、臨機応
変に食料の供給基地を設営できるようにしておくこ
と。そのために、移動して使える調理機器を複数の
防災倉庫に常備しておくことが大切と考える。
　公民館や学校を避難所に指定しており、そこでの
炊き出しや洗い物をするのに調理室や家庭科室
の道具や流しを利用できる。

　平成26年度の説明から変更ありません。なお、
災害時に調理、配送・回収できる状況にあるとき
は、学校給食を優先しつつも、なるべく要請に応じ
られる体制を考えていきたい。

食育に対する取り組
みに疑問（栄養教諭
2名に減）

立地場所が危険ハ
ザードマップ上で、災
害対応ができない。

議会から指摘された８つの項目に係る取組状況

項 目

1 米飯・パン業者、食
材小売店へ説明不
足。市内業者育成・
支援に逆行、民業圧
迫。



平成２６年度の状況・説明 平成２８年度（現在）の状況・説明項 目

4 　事故を起こさないようにする体制を最も整えられ
るのが1センター方式。限られた財源の中で、効率
的に整備することにより捻出される資金を衛生面
の質的向上に振り向ける。

　運営マニュアル、危機対応マニュアル等を作成
し、1センタ－直営で指揮命令・報告系統を一本化
するとともに、情報を共有し、人的リスクを低減させ
る。
　限られた財源の中で1センターにして全体の建設
費を抑え、次の①～⑤のとおり、衛生面の向上を
図れる設計とした。
①取付不良による部品混入リスクが高い野菜用ス
　ライサーは、切裁部にビスが一切使われていな
　いものを採用。
②洗浄機の洗浄ノズル、洗米機の流水洗米管、野
　菜用スライサーのベルトコンベア等、特に汚れや
　すい部品を工具なしで取り外し洗浄可能な機器
　を採用。
③ノロウイルスやインフルエンザウイルスを死滅さ
　せる微酸性電解水を生成する装置を採用し、加
　熱調理しないものを洗浄、除菌。
④学校で食中毒が発生した際、菌が付着している
　可能性のある配送用コンテナ、食器、食缶等を
　洗浄する緊急時対応洗浄コーナーを設置。
⑤その他、アレルギー食専用調理室を充実【後
　述】。
　車両等の出入りは東側の市道（旧県道）を原則と
するが、事故・災害により通行できない時は、隣の
雇用能力促進センタ－の正門から別の市道に出
入りできるよう、南側の境界フェンスに扉を設ける
設計とした。

5 　本市の食物アレルギー対応を定めた「学校にお
ける食物アレルギー対応の手引き」を給食セン
ター用に部分修正して、給食センター、学校、保護
者の間の適切な連携体制を整え、アレルギーに関
する情報の管理や献立への反映等を厳密に行うと
ともに、調理や配送に携わる者のミスによる誤配・
誤食が発生しないよう、幾重のチェック体制を整え
る。
　ハード面では、アレルギー調理室の面積を光市
や宇部市の約3倍広い45㎡とし、コンロを6台設置
し、複数対応を可能に。各コンロを離し、アレルゲ
ン飛散防止用の仕切り板を設置して安全性を向
上。多種多様な調理ができるスチームコンベクショ
ンオーブンを1台設置。
　こうした取り組みにより、県内の給食センターで
最も進んだアレルギー対応を行う。

　給食センターの平成30年9月の供用開始に合わ
せ、在校生のほか、同年4月に入学する新1年生に
も対応できるよう、入学の半年前までに現行の『学
校における食物アレルギー対応の手引き』を基に
センター版を作成する。
　平成28年7月に給食センター用の給食管理ソフト
を購入。これを使って、栄養教諭全員でセンター用
の献立1年分と、これのアレルギー対応食の献立
を作成中。
　アレルギー食専用調理室の面積45㎡をさらに、
室内の作業台で調理員が作業し、その背後にある
収納庫の扉が開いた状態で、その間を他の調理
員がスムーズに通れるように通路を広くして約69
㎡にする設計とした。
　ＩＨコンロ6台、フライヤー3台と、その全てにアレ
ルゲン飛散防止用仕切板、スチームコンベクション
オーブン1台を設置する設計とした。
　アレルギー食専用調理室入室時にアレルゲンを
持ち込まないよう、白衣等を脱衣する前室、外気
が入って来ない空調設備を設置し、出入口のドア
は非接触スイッチ式の自動ドアにする設計とした。

6 ①給食センターに見学スペースを設け調理する姿
を見られるようにする。給食の話を聞けたり、調理
道具にさわれる研修室を設ける。学校に調理作業
を記録した映像を送り、校内で流す。
②温めておいた食缶に出来上がった熱い給食を入
れ、外気に触れないようコンテナに入れて運ぶ。よ
り衛生的になる。
③県内の給食センターの中で最も進んだアレル
ギー対応を行う。
④1センター方式だからこそ実現できる優れた衛生
管理を徹底し、建物内の浸水を防ぎ、インフラの復
旧後、速やかに再稼動できる施設を造る。
　これらの仕事をしっかりとやり遂げて、適切に続
けていくことによって、市民の理解が広がっていく
よう努力する。

①給食センター2階の研修室から1階の煮炊き調
理室と下処理室を見学できる設計とした。また、研
修室で給食の話を聞けたり、調理道具を触れたり
できるようにする。調理作業を映像で記録し、学校
での食育活動に活用する。
②保温性・保冷性に優れた2重食缶を採用する。
煮物・汁物等は温めておいた食缶に、和え物・サラ
ダ等は冷却機で冷やして蓄冷材付きの食缶に入
れる。食缶が外気に触れないようにコンテナに入
れて運び、より衛生的にする。
③平成26年度の説明から変更ありません。
④平成26年度の説明から変更ありません。

給食事故や災害時
における、２センター
等のリスク分担を考
慮すべき

アレルギー対応につ
いて説明が不十分

1センター方式に賛
成の意見はほとんど
無かった、学校給食
のあり方検討会議で
出された意見や、親
子方式で実施するこ
とを求める請願等の
意見において、市民
との合意形成が十分
とは言えない。



平成２６年度の状況・説明 平成２８年度（現在）の状況・説明項 目

7 　平成22年4月に農林水産課が中心となって設立
し、その後活動を休止していた「ふるさとの食」推
進事業ネットワークが昨年6月に再開。これにより、
栄養教諭と小野田中央青果と農協が一堂に会して
地産地消に取り組める環境が整い、その成果が表
れ、農協が市内の生産者に学校給食向けの作付
けや生産物の提供を働きかけてくれている。

　ＪＡ山口宇部、小野田中央青果、学校栄養教諭、
県美祢農林事務所、市農林水産課、市教育委員
会で構成する「『ふるさとの食』推進事業ネットワー
ク事務局会議」を年5回開催。その結果、
①市農林水産課からＪＡを通じて、市内の生産者
に学校の注文先である当市の卸売市場への出荷
を働きかけ。出荷量が少しずつ増加し、学校給食
で使うタマネギの約1/3の量が市内産となった。
②栄養教諭がこの会議でＪＡと小野田中央青果か
ら「旬の地産食材」の生産・流通情報を聞き取り、
献立に反映。
　現在作成中の年間献立完成後、この会議で各野
菜の購入の時期、消費量の見込みを情報共有し、
市内産野菜の生産増と安定供給に繋げていきた
い。

昨年の約27億1千万円が、消費税率の10％への
引上げが１年半延期されて約4,000万円下がり、約
26億7,000万円となっている。
●パブコメ時と現時点の約10億円の差の主な内訳
◇「建物・外構等整備費」約7億5,000万円増加は
主に、①１㎡当たりの建築単価を資材等の高騰を
受け３割引き上げ、②延床面積が約340㎡増え、そ
の建設費用を追加、③建設用地をより広く確保す
るため、障害物となる雇用能力開発支援センター
の消防ポンプと受変電設備を移設する費用と、雇
用能力開発支援センター敷地内に給食センター用
の駐車場の一部を確保するための駐車場整備費
用を追加。
◇「調理設備等購入費」約1億9,000万円の増加は
主に、パブコメ時は、他市の給食センターを参考に
積算したが、その後、業者が作成した図面で調理
設備等の価格を見積もった結果、増加。
◇「配送車両購入費」約6,000万円の追加は、当
初、配送業者が車を購入するより、市で車を購入
する方が合併特例債を活用でき、実質的に安く用
意できるため、市で購入するよう変更したため。
◇「設計・調査・監理費」約1,700万円の増加は、建
物の面積の増加に連動して、基本・実施設計費や
工事監理委託料が増加したため。
◇「事務室備品等購入費」約300万円の増加は、
事務室の備品等の購入費用を見込んだため。
◇「用地費」約1,200万円の減少は、建設予定地の
売却価格が下がったため。

平成26年度の説明から変更ありません。

●配送計画
実車に近い走行となるよう、荷中にトラックなどで
意識的にゆっくりと走行して計り直した結果、変更
し、車が2台増えた。

平成26年度の説明から変更ありません。

8 2年前に出された基
本計画と今回の基本
計画との比較におい
て、金額や配送時間
に大きな差異があ
り、不信感を禁じえ
ない。

地産地消に対する計
画性が全く感じられ
ない。農林水産課を
含め、全庁的な取り
組みをすべき


